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次第 

 

１ パブリックコメント案について 

 

（１）宝塚市産業振興ビジョン（案）・宝塚市商工業振興計画（案） 

 
 

２ その他 
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次第１ パブリックコメント案について 
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パブリック・コメント制度は、

市が計画や条例を策定するときに、市民の皆さんから
広くご意見をお聴きし、一緒に考え、決めていこう
という制度です。（宝塚市市民パブリック・コメント条例）

パブリック・コメント制度は、
市が計画や条例を策定するときに、市民の皆さんから
広くご意見をお聴きし、一緒に考え、決めていこう

という制度です。（宝塚市市民パブリック・コメント条例）

リ ッッ
ク コ

制度でパ
ブ

メ ン
ト

市民のみなさん

のお声を、お聴

かせください。

（お問合せ先）

〒665-8665 宝塚市東洋町1番1号

宝塚市役所 産業文化部産業振興室商工勤労課

Tel 0797-77-2011 Fax 0797-77-2171パブコメ

創造都市・宝塚の実現に向けて

宝塚市では、

宝塚市産業振興ビジョン
宝塚市商工業振興計画

について、市民のみなさんからのご意見
を募集しています。

募集期間

令和３年（20２１年）

１月21日（木）から

２月19日（金）まで

Make our city.

“つくる”をいっしょに。

 4



令和３年（2021 年）１月２１日 

宝塚市 産業文化部 産業振興室  

 

 

 

 

１ 宝塚市産業振興ビジョン・宝塚市商工業振興計画とは 

（１）宝塚市産業振興ビジョン 

人口減少時代及び少子化・高齢化社会が更に進行し、厳しい経済社会状況が今後も続く

ことが想定されます。そのような状況においても産業振興を通じて地域経済の活性化と雇

用の促進を図ることで、本市産業が持続的に発展していくことが期待されます。 

そのためには産業と地域社会が調和した豊かで質の高い市民生活を実現するとともに、

将来の子どもや若者が生き生きと暮らしたくなるまちを目指し、将来の担い手になること

が大切であることから、宝塚市産業振興ビジョンを策定します。 

 

（２）宝塚市商工業振興計画 

「宝塚市商工業振興計画」では、「宝塚市産業振興ビジョン」に掲げる将来目標を達成す

るために、本市の商工業に関する施策の基本方向を明らかにするとともに、今後取り組む

主な施策を位置づけ、計画的に進めていくことを目的として策定します。 

 

２ 宝塚市産業振興ビジョン・宝塚市商工業振興計画策定の経過 

 このビジョン・計画の策定にあたり、令和元年（2019 年）11 月、市産業活力創造会議

に計画策定に関し諮問し、知識経験者１人、市長が適当と認める者３人、公募による市

民２人の合計６人の委員で、令和元年 11 月～令和２年 11 月に５回の審議が行われまし

た。 

 産業活力創造会議の委員名簿は、別添のとおりです。 

 

３ 宝塚市産業振興ビジョン（案）・宝塚市商工業振興計画（案）のポイント 

 （１）宝塚市産業振興ビジョン（案） 

 「第６次宝塚市総合計画」及び「宝塚市産業振興基本条例」のもと、産業全体の重点

的な施策・事業を絞り込むための「ビジョン」として位置づけます。 

産業関連個別計画（宝塚市農業振興計画（更新中）、宝塚市商工業振興計画（策定中）、

宝塚市観光振興戦略（策定中））に共通する、宝塚市産業振興にかかる上位の根本的考え

方を示したビジョンです。 

本市には豊かな地域産業資源や文化芸術資源があり、全国的に知名度のある「宝塚ブ

ランド」が育まれてきました。本市が有する創造性・革新性の源泉を活用し、新たな視

点で産業振興に取り組むことで、市民や事業者の誰もが生き生きと働き、暮らし、活動

する「創造都市・宝塚」の実現に取り組みます。 

  
宝塚市産業振興ビジョン（案）・宝塚市商工業振興計画（案）への意見募

集について 
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（２）宝塚市商工業振興計画（案） 

「第６次宝塚市総合計画」を上位計画、「宝塚市産業振興基本条例」に基づく「宝塚市

産業振興ビジョン」を本市の産業振興に係る基本的考え方とし、それらを踏まえた商工

業振興の具体的取組内容を記載した計画です。 

行政だけの計画にとどまらず、市民とともに、つくり、変えていきたいという思いを

込め「Make our city～“つくる”をいっしょに～」をスローガンとしています。 

また、この計画の推進によって達成される【結果】だけでなく、みんなで創り上げて

きたという【過程】をも大切にすることで、“私の”“あなたの”ではなく、“私たちの宝

塚”と感じることができるようになり、さらなるシビックプライドの醸成につながると

考えています。 

 

４ 意見募集の目的 

 宝塚市産業振興ビジョン（案）・宝塚市商工業振興計画（案）策定の趣旨や

内容等について、広く公表し、市民の皆様からの意見を反映するため、意見

募集を行います。 

 なお、意見募集のため公表する内容は、以下のとおりです。 

① 宝塚市産業振興ビジョン（案）・宝塚市商工業振興計画（案）に対する

意見募集 

② 別紙「意見提出用紙」 

③ 宝塚市産業振興ビジョン（案）の概要・宝塚市産業振興ビジョン（案） 

④ 宝塚市商工業振興計画（案）の概要・宝塚市商工業振興計画（案） 

 

５ 宝塚市産業振興ビジョン（案）・宝塚市商工業振興計画（案）の公表方法に

ついて 

 市ホームページ及び市の窓口にて公表しています。 

①市ホームページ（http://www.city.takarazuka.hyogo.jp） 

・産業文化部産業振興室商工勤労課のページ 

・トップページから「産業振興ビジョン」または「商工業振興計画」で検索

するか、または「検索用 ID：     」を入力し検索することもできます。 二

次元コード 

②市の窓口 

・市役所商工勤労課、市民相談課、各サービスセンター・サービスステー 

ション・宝塚商工会議所で公表しています。 

  

６ 意見の募集期間 

 令和 3 年（2021 年）1 月 21 日（木）から令和 3 年（2021 年）2 月 19 日（金）

まで 
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７ 意見の提出方法 

別紙「意見提出用紙」に必要事項を記入し、案に関する意見を記載して提出

してください。なお、別の用紙で提出していただく場合は、別紙「意見提出用

紙」に記載のある項目（氏名、住所、電話番号等）すべてを明記してください。 

意見が複数ある場合は、意見ごとに意見対象箇所（全般もしくは特定部分）

が分かるように記載してください。 

 提出方法は、市役所商工勤労課へ持参・郵送・ファクシミリ・電子メール

のいずれかの方法により、募集期間内にご提出ください。ただし、郵送の場

合は、令和 3 年（2021 年）2 月 19 日必着とします。 

ただし、電話などによる口頭での意見提出はできません。 

  

８ 提出先・問い合わせ先 

 〒665-8665 （住所記載不要）「市役所産業文化部産業振興室商工勤労課」 

電話番号      ０７９７－７７－２０１１ 

ファクシミリ    ０７９７－７７－２１７１ 

電子メールアドレス m-takarazuka0066@city.takarazuka.lg.jp 

市役所所在地    宝塚市東洋町１番１号 

（商工勤労課は市役所２階です。） 

 

９ 意見の公表について 

 氏名、住所、電話番号等の個人情報は、一切公表しません。提出いただい

た意見（パブリック・コメント）については、個人の権利利益を害するおそ

れのある情報等を除き、その全体を取りまとめた上で、意見の採否及び市の

考え方とともに市ホームページで公表するほか、市役所商工勤労課（２階）、

市民相談課、各サービスセンター・サービスステーション・宝塚商工会議所

で配布します。 

なお、提出いただいた意見に対し、個別回答はしませんのでご了承ください。 

 

１０ 個人情報等の取扱について 

氏名、住所、電話番号等の個人情報は、厳正に保管し、他の目的には一切

使用、提供しません。 
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宝塚市産業活力創造会議委員名簿

構成 任　期

知識経験者 H30.11.5～R3.4.30

市長が適当と認める者 H30.11.5～R3.4.30

市長が適当と認める者 H30.11.5～R3.4.30
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別紙「意見提出用紙」 （   枚の内、  枚目） 

宝塚市産業振興ビジョン（案）・宝塚市商工業振興計画（案）に対する意見 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【意見締切り】令和 3 年（2021 年）2 月 19 日（金）必着 

【お問い合わせ・提出先】宝塚市役所 産業文化部 産業振興室 商工勤労課（商工勤労課は、市役所２階です。） 

〒665-8665 宝塚市東洋町 1-1 

TEL： 0797－７７－２０７１ FAX：  0797－７７－２１７１ 

E-ｍａｉｌ： m-takarazuka0066@city.takarazuka.lg.jp 

〇氏名または名称  

〇住所または所在地  

※ 住所が市外の場合は、次のうち該当するものにチェックを入れてください。 

□市内在勤 □市内在学 □その他  

〇連絡先(電話番号) (メールアドレス)  

※ 上記の記述がないものや正確に記載されていない場合は受付できません。  

※ この枠内の情報は公表しません。また、上記の個人情報につきましては、厳正に保管し、他の目的に使用、提供しません。 

【意見】 

※ 該当する項目を選んでください。 

□ 宝塚市産業振興ビジョン（案）の全般に関すること 

□ 宝塚市商工業振興計画（案）の全般に関すること 

□ 特定の部分に関すること 

□宝塚市産業振興ビジョン（案）  □宝塚市商工業振興計画（案） 

 ページの    行目からの部分 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

※用紙が足りない場合は、お手数ですが、コピーしていただきますようお願いします。 
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１ 

宝塚市産業振興ビジョン概要版(案) 

令和 3 年（2021 年）1 月 宝塚市 

 

 

 

（１）目的 

○人口減少時代及び少子化・高齢化社会が更に進行し、厳しい経済社会状況が今後も続くことが想定されます。そのような状況においても産業振興を通じて地域経済の活性化と雇用の促進を図ることで、本市産業が持

続的に発展していくことが期待されます。 

○そのためには、産業と地域社会が調和した豊かで質の高い市民生活を実現するとともに、将来の子どもや若者が生き生きと暮らしたくなるまちを目指し、将来の担い手になることが大切であることから、宝塚市産業

振興ビジョンを策定します。 

 

（２）計画期間 

○令和 12 年度（2030 年度）までの 10 年間を計画期間とします。 

 

（３）位置づけ 

○「第 6 次宝塚市総合計画」及び「宝塚市産業振興基本条例」のもと、産業全体の重点的な施策・事業を絞り込むための「ビジョン」として位置づけます。 

○産業関連個別計画（農業振興計画、商工業振興計画、観光振興戦略）に共通する、宝塚市産業振興に係る上位の基本的考え方を示したビジョンです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

産業振興ビジョンの位置づけ 

第 6 次宝塚市総合計画 

（計画期間： 

令和 3年度（2021 年度）～令和 12 年度（2030 年度）） 

わたしの舞台は たからづか 

宝塚市産業振興ビジョン 

宝塚市産業振興基本条例 

平成 19 年（2007 年） 

4 月 1 日から施行 

産業と地域社会が調和した 

豊かで質の高い市民生活の実現 

文化芸術振興

基本計画 
農業振興計画 観光振興戦略 ・・・ 商工業振興計画 

分野別計画 

（施策・事業）と 

連携 

１．はじめに 

労働施策 

推進計画 
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２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．宝塚市産業の現状（統計データの分析・庁内ヒアリング調査の分析等） 

農業の現状と課題 
現状 

・後継者不足による耕作放棄地増加の

懸念がある。専業農家は少なく、後

継者不足と高齢化が進展。 

◆農家のうち 35.4％が農業以外（給

与、年金、不動産等）を主たる収

入とする第 2 種兼業農家である。 

◆市として新規就農者の確保に努

めているものの、農家総数は 10年

間で 104 戸減少している。 

【北部市街化調整区域】 

・平成 27 年（2015 年）までの 10 年間

で人口が 10％以上減少している。 

・65 歳以上が 40.5％と市内他地域の中

で最も高く、15 歳未満及び 15～64 歳

は最も低くなっており、次世代の農業

の担い手不足が顕著である。（平成 27

年（2015 年）5 月時点） 

 土地利用規制の弾力化を図ってい

るものの、活性化の実現には時間が

かかる。 

【南部市街化区域】 

・住環境の変化による植木需要の減少

や後継者不足が見受けられる。 

・市内農作物等を活用した新たな事業

者が誕生。 

 

課題 

①都市隣接の立地を生かした、新鮮野

菜の販売拡大 

②新規就農者の確保及び既存農家の

事業継続・事業承継 

③「生産緑地の 2022 年問題」を見据え

た、南部地域を中心とする農地維持

や周辺住宅地との調整 

④宝塚ブランドを構成してきた「植木

のまち」のイメージの再構築 

⑤北部地域の定住人口増加や後継者

の確保 

⑥ウィズコロナ時代の不測の事態に

備えた農業経営継続ための取組と

して、非対面式の販路確保、観光農

業における感染リスクの軽減対策 

商工業の現状と課題 
現状 

・大都市から近く、交通至便で土地も

比較的安価なため、軽工業や研究所

等が立地しやすい環境。近隣市と比

べて製造業集積が少なく、阪神間で

は製造品出荷額（520 億円）が 3 番

目に低い。 

・市内各地に住工混在地区があり、近

年は資本集約型・技術集約型の大工

場の流出が相次ぐ。 

・宅地開発圧力が高く、新たな企業誘

致の余地は少ない。 

・平成 28年（2016 年）の小売業における

人口一人当たり年間商品販売額は64.2

万円であり、阪神間で最も低い。 

・駅前再開発や市内進出の大型小売店

が多い一方、西宮・伊丹・梅田等の大

規模集客施設に消費がシフト。 

・各駅に商業集積が行われた上にマン

ション開発が進んだため、中心市街地

の商業集積が不完全である。 

・駅前再開発商業施設は核店舗の撤退

や空き店舗増加による空洞化が問

題（不動産の所有と利用の分離が困

難）。 

・新事業創出支援に取り組む民間のコ

ワーキングスペース等が市内に誕

生。 

 

課題 

①既存製造業の流出防止に向けた、住

工混在地域の調整や従業者確保 

②本市の事業環境に見合った新規事

業者の誘致 

③市内の買い物環境の向上や魅力あ

る店舗の増加による、地域内経済循

環の促進 

④駅前商店街などの中心市街地や、自

然と調和した郊外も含む、宝塚の魅

力創造 

⑤コワーキングスペースなど民間に

よる創業支援の促進や、新たな創業

の機運向上 

観光の現状と課題 
現状 

①観光客数約 1,179 万人（平成 30 年

度（2018 年度））の内、宝塚北 SA が

310 万人。宝塚ﾌｧﾐﾘｰﾗﾝﾄﾞ閉園以降、

観光客数は実質的に増加なし。 

◆宝塚ファミリ－ランド閉園以降、

横ばい状況が続いている 

②豊富な観光資源と来訪者数に恵ま

れながら、地域経済への効果が感じ

られない。 

◆神社仏閣・宝塚歌劇・ゴルフ場の

集客力が高い。 

◆日帰り観光客の比率が高く、歌劇

をはじめ単一目的の観光客が多

い。 

③大阪・京都などでインバウンド景気

が好調な中、本市は低調。 

◆近年 5 年間、日本のインバウンド

は約 3 倍に増加。 

◆一方、宝塚市では約 1.3 倍 

④本市の観光は、企業・神社仏閣・行

政等、独自展開色が強い。 

⑤元タカラジェンヌが案内する街あ

るきツアーの開催や中心市街地に

おける集客イベントなど、市内資源

のブラッシュアップに取り組んで

きた。 

 

課題 

①観光による経済効果や好循環を目

指した、観光資源の活用と魅力創出 

②観光を本市の成長産業とするため、

滞在時間の延長や観光コンテンツ

の創出を目指した施策展開 

③オーバーツーリズムや新型コロナ

ウイルス感染症の拡大で、観光産業

に甚大な影響が出ている中でも、集

客の仕組みと市民の暮らしのバラ

ンスが取れた持続的な観光振興と、

観光を担う各主体との連携を促進 

④今後の旅行需要は段階的に拡大す

ると見込まれるため、タイミングを

見ながら適切な施策を実施 

＜本市の全体的なトレンド＞ 
（１）人口 

①平成 24 年（2012 年）の 228,235 人

（推計人口）をピークに、人口減少

が進行する。 

②年少人口、生産年齢人口が減少する

一方、老年人口は四半世紀後も増

加。高齢単身者世帯も増加傾向。 

③平成 26 年（2014 年）から平成 30 年

（2018 年）までの 5 年間で 0.54％

の社会増であるが、対して自然減が

0.65％と上回っている。 

（２）事業所・従業者数 

①平成 27 年（2015 年）の地域経済循環

率は 59.9％。地域外からの雇用者所

得が流入しているが、地域外への民

間消費額の流出も大きい。 

◆阪神間では 2 番目に低い。 

②平成 24 年（2012 年）から平成 28 年

（2016 年）の 4 年間で事業所数は「医

療，福祉」以外の業種では減少傾向だ

が、従業者数は全体で 0.3％増加して

おり、特に「製造業」で 31％（1,064

人）、「医療，福祉」で 15％（1,543 人）、

「学術研究，専門技術サービス業」で

23％（236 人）増加している。 

③平成 28 年（2016 年）の本市売上高

（企業単位）は約 5,401 億円であり、

事業所数 147（全事業所数 5,423）の

製造業が約 2,457 億円で約 46％を

占めている。 

（３）財政見通し 

①令和 5 年（2023 年）までの 5 年間の

財政見通しは、歳入計が横ばいの一

方、歳出計は「扶助費」「公債費」が

増加傾向にある。 

今後の成り行き 

①社会増（転入者が転出者を上回る）

を維持しているものの、高齢化や自

然減が今後も大きく進行し、本市の

担い手（生産年齢人口）が減少する

と考えられる。 

②従業者数が増加している業種があ

るものの、従業員不足や事業承継問

題が今後も進行し、黒字でも廃業す

る事業所が増加すると考えられる。 

③近畿圏有数のベッドタウンとして

市外で働く市民が多い（＝雇用者所

得が流入）ものの、市内での民間消

費は少なく、今後も地域内経済が循

環しないと考えられる。 

④今後も市民税・法人税の増加は期待

できない一方、扶助費等の増加が想

定されるため、厳しい財政状況が続

くことが考えられる。 

⑤「新たな生活様式」に合わせた柔軟

な業態の在り方が問われることが

想定される。 

市内産業に共通する課題 

①既存事業の収益
性向上（モノ） 
本市で操業する

農家、商工業者、観
光事業者が稼ぐ力
を強化し、今後も持
続的に成長してい
くこと。 

②担い手や後継者
の確保（ヒト） 
起業・第二創業を

行う経営者や、事業
所で働く従業員、産
業を支える消費者
（ファン）を確保・
育成すること。 

③地域内経済循環の促

進（カネ） 

産産連携、産学官連

携の促進や、非対面・非

接触による商品・サー

ビスの提供などの取組

で、民間消費の流出防

止策を講じ、市内で循

環する資金が増え稼ぐ

事業者の増加につなげ

ること。 

④産業魅力の発信
（情報） 
本市産業の魅力

のブラッシュアッ
プに取り組み、市民
や消費者（ファン）
に伝えること。 

⑤事業環境の整備 
(空間) 

・新しい生活様式に則っ
た「3 密の回避」に配慮
しつつ、公共空間の活用
の促進や、新たな業態の
開拓を支援すること。 
・土地利用に係る地域住
民との調整や支援体制
の構築など、事業者が円
滑に事業に取り組むた
めの環境を整備するこ
と。 

全国のトレンド 
（１）地方創生 
 人口減少と少子高齢化が進み、ま

た東京への人口の一極集中が進
む中、国全体の活力を維持・拡大
するため、地方創生に取り組んで
いる。 

 地方への移住・定住促進とあわせ
て、働き方改革や、一億総活躍社会
の実現等が進められている。 

 第 2 期「まち・ひと・しごと創生
総合戦略」では、「稼ぐ地域をつく
るとともに、安心して働けるよう
にする」を基本目標とし、地域経
済を牽引する企業に対する集中
的な支援や地域産業の新陳代謝
促進と活性化などに取り組む。 

（２）持続可能な開発目標（SDGs） 
 持続可能な社会を実現するため

に取り組むユニバーサル（普遍
的）な開発目標で、日本において
は、「持続可能で強靭、そして誰一
人取り残さない、経済、社会、環
境の統合的向上が実現された未
来への先駆者をめざす。」のビジ
ョンのもと、国際社会をリードし
ていくとしている。 

（３）人間中心の社会（Society5.0） 
 AI、IoT、ロボット、ビッグデータ

等の先端技術を取り入れ、格差な
く、多様なニーズにきめ細かに対
応したモノやサービスを提供す
ることで、「経済発展」と「社会的
課題」の解決を両立する人間中心
の社会を目指している。 

（４）観光・スポーツ・文化 
 観光、スポーツ、文化芸術といっ

た地域資源は、効果的に活用する
ことによって、交流人口や民間投
資の拡大、雇用機会の創出等に結
びつき、大きな波及効果をもたら
し、地域経済の好循環につながる
可能性がある。 

 特に文化芸術については、本質的
価値とあわせて社会的・経済的価
値の活用・循環が期待され、国内
外で文化芸術創造都市に取り組
む自治体が増えている。 

 国では休暇の分散化による需要
の創造と平準化に向けた検討が
行われている。 

（５）新型コロナウイルス感染症の感
染拡大防止に伴う新しい生活様
式の導入 

 身 体 的 距 離 の 確 保 や マス クの 着
用、手洗いの実施、3 密（密集、密
接、密閉）の回避など、「新しい生
活様式」の実践が求められている。 

 ビジネスシーンでは、テレワークを
経験することにより柔軟で多様な働
き方への需要が高まったほか、デ
ジタル化、リモート化の重要性がよ
り認識され、一気に加速している。 
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３ 

【将来目標】 

「創造都市・宝塚」の実現 
 本市産業を取り巻く動向は、提言書作成時と比べて、観光客数の増加といった好転要因がある一方、

企業流出や人材不足が進み、また市内で資金が循環していない等、各産業に共通する中長期的な課

題が露出している。また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による影響で、あらゆる業種で売

上が減少し、事業者が疲弊していることから、創造性・革新性をもって新たな事業創出や新業態へ

の転換、新たな担い手の確保・育成、新たな資金循環に取り組む必要がある。 

 本市には豊かな地域産業資源や文化芸術資源があり、全国的に知名度のある「宝塚ブランド」が育

まれてきた。本市が有する創造性・革新性の源泉を活用し、新たな視点で産業振興に取り組むこと

で、市民や事業者の誰もが生き生きと働き、暮らし、活動する「創造都市・宝塚」の実現に取り組

む。 

【「創造都市・宝塚」が実現した時の、宝塚市産業の姿】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

これからの宝塚市産業振興の基本的考え方 

 従来の施策・事業の延長線上だけでは、各産業で課題が散見され、産業に共通する課題もある。 

 閉塞感を打開し、新たに宝塚市産業をデザインしていくために、産業活力創造会議でも提言され

た「創造性」をキーワードに、産業分野を横断し、新たな組合せやネットワークにより、施策・

事業に取り組むことが必要である。 

 

●なぜ宝塚市で「創造性」なのか 

 ①「宝塚ブランド」の知名度を活用できる 

 ②過去からの地域産業資源や文化芸術資源の蓄積が豊富にある 

 ③新たな事業にチャレンジする市民や事業者が存在する 

●宝塚市における「創造性」による課題解決の視点 

 ①「モノ」 

 デザイン思考による洗練されたモノ・サービスの創出 

 ②「ヒト」 

 創造性をもった人材の発掘・育成・支援による市民力の更なる強化 

 ③「カネ」 

 新たなヒト・モノのつながりによって生み出される地域内経済の好循環 

 ④「情報」 

 これまで醸成されてきた宝塚ブランドの創造性のある効果的な情報発信 

 ⑤「空間」 

 創造性が発揮しやすい環境や支援の整備による基盤の構築 

 

各事業所で創造力豊か

に働く従業員が増え

る。また、小商いも含め

た創業に取り組む人材

が増える。 

創造性に富む、これま

でにないモノ・サービ

スが創出されること

で、宝塚に新たな魅力

が生まれる。 

これまで結びつきの少

なかった市内事業者同

士が創造的に連携し、

地域内経済循環が進

む。 

【戦略方向性３】 

ブランディングの強化による 

宝塚ファンの創出 

 創造性が育まれる本市の豊

かな地域産業資源や文化芸術

資源、また創造的に暮らす市民

の姿を発信することで、市民の

地域愛が醸成されるとともに、

本市で暮らしたい、働きたい、

訪れたい“宝塚ファン”を創出

する。 

 

【戦略方向性１】 

イノベーションを創出する 

新たな担い手の育成 

 あらゆる事業課題を創造的

に解決できる人材（高度デザイ

ン人材）と市内事業者の連携に

より、創造性に富む視点で新た

なモノ・サービス開発に取り組

める環境を整備する。 

 

 

 

３．将来目標と方向性 

宝塚市産業活力創造会議 

提言書（平成 27 年（2015 年）） 

「創造的都市＝宝塚」 

～クリエイティブな市民・事業者が 

中核となって産業活力を創出する～ 

創造的都市の実現に向けたこれまでの取り組み例 

 これからの社会を担う新たな担い手を対象とした創業

や就労の支援による人づくり 

 中心市街地への魅力ある店舗の誘致や宝塚ガーデンフ

ィールズ跡地の整備 

 宝塚ブランドの更なる向上により、宝塚の魅力を国内

外に発信 

 新名神宝塚北 SA/SIC 開通による観光客数増加、北部西

谷地域振興 

本市の創造性に係るポテンシャル 

 

 宝塚映画製作所や温泉街のま

ち並み、宝塚ファミリーランド

など、かつて本市を支えてきた

文化的資源を通じて、宝塚ブラ

ンドが醸成されてきた。平成 29

年度（2017 年度）地域ブランド

調査の「学術・芸術のまちのイ

メ－ジ」部門で、全国第 1 位。 

 宝塚歌劇団や手塚治虫記念館

など文化芸術資源が豊富にあ

り、令和 2 年（2020 年）6 月に

は新たに宝塚市立文化芸術セ

ンター・庭園が開館。 

 文化芸術に理解のある市民が

多く、質の高い市民活動が行わ

れており、高い市民力を持つ。

これまでにない新たな事業に

取り組む市民や事業者が生ま

れており、デザイン思考を活用

した民間の支援者や支援機関

も市内で活躍している。 

【戦略方向性２】 

事業者や支援機関、市民との 

交流・連携の創出 

 市内事業者同士や産学官金

連携、さらには市民（消費者）

との交流・連携を促し、文化芸

術資源の活用により地域産業

資源の市内消費や市内取引の

強化につなげていく。 

 

 

 

 

地域産業資源等本市の

魅力を伝える情報発信 

 

 

デザイン思考による 

事業の創出・革新 

 

文化芸術施策と 

農商工施策の連携による 

観光プロムナード活性化 

今後に活かすべき視点 

● 創造的都市・宝塚を牽引する体制の構築 

● 宝塚市立文化芸術センター・庭園の開設、宝塚ホテルの

移転に伴う中心市街地の資源を活用した魅力向上 

● 宝塚ブランドのブラッシュアップや農商工が連携した

観光プログラムの発掘など産業分野を横断するプロモ

ーションによる魅力発信 

ヒトの育成 モノの創製 

カネの創出 

ヒトの連携 カネの循環 

情報の共有 空間の充実 
ヒトの活躍 情報の発信 

空間の整備 

リーディングプロジェクト 

新たな生活様式に沿っ

た業態に柔軟に対応す

る事業者が増え、安心

感のある新たな付加価

値が創出される。 
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宝塚市産業振興ビジョン 

本編（案） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年（2021 年）1 月 

宝 塚 市 
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1 

第１章 はじめに 

 

１．目的 

人口減少時代及び少子化・高齢化社会が更に進行し、厳しい経済社会状況が今後も続くこ

とが想定されます。そのような状況においても産業振興を通じて地域経済の活性化と雇用

の促進を図ることで、本市産業が持続的に発展していくことが期待されます。 

そのためには、産業と地域社会が調和した豊かで質の高い市民生活を実現するとともに、

将来の子どもや若者が生き生きと暮らしたくなるまちを目指し、将来の担い手になること

が大切であることから、宝塚市産業振興ビジョンを策定します。 

 

２．計画期間 

令和 12 年度（2030 年度）までの 10 年間を計画期間とします。 

 

３．位置づけ 

「第 6 次宝塚市総合計画」及び「宝塚市産業振興基本条例」のもと、産業全体の重点的な

施策・事業を絞り込むための「ビジョン」として位置づけます。 

産業関連個別計画（農業振興計画、商工業振興計画、観光振興戦略）に共通する、宝塚市

産業振興に係る上位の基本的考え方を示したビジョンです。 

産業振興ビジョンの位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 6 次宝塚市総合計画 

（計画期間：令和 3 年度（2021 年度） 

～令和 12 年度（2030 年度）） 

わたしの舞台は たからづか 

宝塚市産業振興ビジョン 

農
業
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興
計
画 商

工
業
振
興
計
画 観

光
振
興
戦
略 宝塚市産業振興基本条例 

平成 19 年（2007 年） 

4 月 1 日から施行 

産業と地域社会が調和した 

豊かで質の高い市民生活の実現 

分野別計画 

（施策・事業）と 

連携 

文
化
芸
術
振
興
基
本
計
画 労

働
施
策
推
進
計
画 ・・・ 
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第２章 宝塚市産業の現状 

 

全国及び本市の全体的なトレンド、農業・商工業・観光の各産業の現状から課題を整理し

ます。 

 

１．全国のトレンド 

（１）地方創生 

国全体で人口減少と少子高齢化が進み、また東京への人口の一極集中が進む中、地方を含

む国全体の活力を維持・拡大するため、地方創生に取り組んでいます。 

また、地方への移住・定住促進とあわせて、働き方改革や、一億総活躍社会の実現等が進

められています。 

第 2 期「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（令和元年（2019 年）12 月）では、「稼ぐ地

域をつくるとともに、安心して働けるようにする」ことが基本目標として掲げられ、地域経

済を牽引する企業に対する集中的な支援や地域産業の新陳代謝促進と活性化などに取り組

むこととしています。 

 

（２）持続可能な開発目標（SDGs） 

持続可能な社会を実現するため、発展途上国のみならず、先進国も取り組むユニバーサル

（普遍的）な開発目標で、わが国においては、「持続可能で強靭、そして誰一人取り残さな

い、経済、社会、環境の統合的向上が実現された未来への先駆者をめざす。」のビジョンの

もと、国内実施と国際協力の両面で国際社会をリードしていくとしています。 

また、地方自治体における SDGs の達成に向けた取組は、地方創生の実現に資するものと

し、その取組を推進しています。 

 

（３）人間中心の社会（Society5.0） 

AI、IoT、ロボット、ビッグデータ等の先端技術をあらゆる産業や社会生活に取り入れ、

格差なく、多様なニーズにきめ細かに対応したモノやサービスを提供することで、「経済発

展」と「社会的課題」の解決を両立する人間中心の社会を目指しています。 

 

（４）観光・スポーツ・文化 

観光、スポーツ、文化芸術といった地域資源は、効果的に活用することによって、交流人

口や民間投資の拡大、雇用機会の創出等に結びつき、全国各地に大きな波及効果をもたらし、

地域経済の好循環につながる可能性があります。 

特に文化芸術については、本質的価値とあわせて社会的・経済的価値の活用・循環が期待

され、国内外で文化芸術創造都市1に取り組む自治体が増えています。 

また、わが国では、休日・休暇等の分散化ができていないことで様々な場面で機会損失が

大きいといわれており、国において、休暇の分散化による需要の創造と平準化に向けた検討

をしているところです。 

 
1 文化芸術の持つ創造性を地域振興，観光・産業振興等に領域横断的に活用し、地域課題

の解決に取り組む地方自治体のこと。（文化庁） 
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（５）新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止に伴う新しい生活様式の導入 

令和元年（2019 年）末頃より、新型コロナウイルス感染症が世界で感染拡大しており、

わが国でも、特定警戒都道府県を中心に全国で緊急事態宣言が発令されました。新型コロナ

ウイルス感染症は感染力が高く、また重篤化する感染者が出ています。 

このため、感染拡大防止に向けて、身体的距離の確保やマスクの着用、手洗いの実施、3

密（密集、密接、密閉）の回避など、「新しい生活様式」の実践が求められています。 

また、ビジネスシーンでは、テレワークを経験することにより柔軟で多様な働き方への需

要が高まったほか、オンライン会議やオンライン教育の実施などを通しデジタル化、リモー

ト化の重要性がより認識され、一気に加速しようとしています。 

 

２．本市の全体的なトレンド 

（１）人口 

本市の人口は、平成 24 年（2012 年）の 228,235 人（推計人口）をピークに、人口減少が

進行しています。 

年齢別では、年少人口、生産年齢人口が減少する一方、老年人口は四半世紀後も増加して

います。また、高齢単身者世帯も増加傾向にあります。 

平成 26 年（2014 年）から平成 30 年（2018 年）までの 5 年間で 0.54％の社会増となって

いますが、それに対して自然減が 0.65％と上回っています。 
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（出典）～平成 27 年（2015 年） ：総務省「国勢調査」(各年 10月 1 日現在) 

令和 2 年（2020 年）～ ：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」（平成 30 年（2018 年）推計） 
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（２）事業所・従業者数 

平成 27 年（2015 年）の地域経済循環率は 59.9％となっています。地域外からの雇用者所

得が流入しているものの、地域外への民間消費額の流出も大きくなっています。阪神間では

芦屋市に次いで 2番目に低くなっています。 

事業所数は、平成 24 年（2012 年）から平成 28年（2016 年）の 4年間で、「医療，福祉」

以外の業種では減少傾向となっています。一方、従業者数は全体で 0.3％増加しており、特

に「製造業」で 31％（1,064 人）、「医療，福祉」で 15％（1,543 人）、「学術研究，専門技術

サービス業」で 23％（236 人）増加しています。 

また、平成 28 年（2016 年）の本市売上高（企業単位）は約 5,401 億円であり、事業所数

147（全事業所数 5,423）の製造業が約 2,457 億円で約 46％を占めています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）地域経済分析システム（RESAS） 
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（３）財政見通し 

令和 5年（2023 年）までの 5年間の財政見通しは、歳入計が横ばいの一方、歳出計は「扶

助費」「公債費」「繰出金」が増加傾向にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）今後の成り行き 

本市は社会増（転入者が転出者を上回る）を維持しているものの、高齢化や自然減が今後

も大きく進行し、本市の担い手（生産年齢人口）が減少すると考えられます。 

また、従業者数が増加している業種があるものの、従業員不足や事業承継問題が今後も進

行し、黒字でも廃業する事業所が増加すると考えられます。 

さらに本市は、近畿圏有数のベッドタウンとして市外で働く市民が多い（＝雇用者所得が

流入している）ものの、市内での民間消費は少なく、今後も地域内経済が循環しないと考え

られます。 

今後も市民税・法人税の増加は期待できない一方、扶助費等の増加が想定されるため、厳

しい財政状況が続くことが考えられます。 

 また、新型コロナウイルス感染症の影響により、「新たな生活様式」に合わせた柔軟な

業態の在り方が問われることが想定されています。 

今後の財政の見通し（普通会計一般財源ベース） 

（出典）宝塚市 財政見通し 令和元年度（2019 年度）～令和 5 年度（2023 年度）（令和元年（2019 年）10 月作成） 
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３．農業の現状と課題 

（１）現状 

本市の農家については、平成 27 年（2015 年）には 35.4％が農業以外（給与、年金、不動

産等）を主たる収入とする第 2 種兼業農家となっています。専業農家は少なく、後継者不足

と高齢化が進展しており、耕作放棄地増加の懸念があります。市として新規就農者の確保に

努めているものの、農家総数は 10 年間で 104 戸減少しています。 

 

【北部市街化調整区域】 

本市の北部市街化調整区域は、平成 27 年（2015 年）までの 10 年間で人口が 10％以上減

少しています。また、65 歳以上が 40.5％と市内他地域の中で最も高く、15 歳未満及び 15～

64 歳は最も低くなっており、次世代の農業の担い手不足が顕著となっています。（平成 27

年（2015 年）5 月時点） 

このため、土地利用規制の弾力化を図っているものの、活性化の実現には時間がかかると

考えられます。 

 

【南部市街化区域】 

本市の南部市街化区域は、住環境の変化による植木需要の減少や後継者不足が見受けら

れます。一方、市内農作物等を活用した新たな事業者が誕生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課題 

本市の都市隣接の立地を生かして、新鮮野菜の販売拡大に取り組むことが求められます。

同時に新規就農者の確保や、既存農家の事業継続・事業承継に取り組むことが大切です。 

「生産緑地の 2022 年問題」2を見据え、南部地域を中心とする農地維持や周辺住宅地との

調整を図ることが大切です。また、本市の宝塚ブランドを構成してきた「植木のまち」のイ

メージの再構築に取り組むことが求められます。 

北部地域については、定住人口の増加や後継者の確保が喫緊の課題です。 

また、ウィズコロナ時代においては、不測の事態に備えた農業経営の継続のための取り組

みとして、農業所得減少に対する補償制度への加入や、インターネット等を利用した非対面

式の販路の確保や、観光農業における感染リスクの軽減対策等が求められます。 

 
2 平成 4 年（1992 年）に「生産緑地法」が改正され、市街化区域内の農地のうち、農地とし
て保全する「生産緑地」として指定された場合、営農を前提に 30 年間農地課税とすること
になっています。このため、生産緑地の多くは令和 4 年（2022 年）に期限を迎え、税制優
遇を受けられない代わりに営農義務がなくなり、自由に農地を宅地に転用することが可能
になると言われています。 
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４．商工業の現状と課題 

（１）現状 

工業については、大都市から近く、交通至便で土地も比較的安価なため、軽工業や研究所

等が立地しやすい環境にあります。このため、近隣市と比べて製造業の集積が少なく、阪神

間では製造品出荷額（520 億円）が芦屋市、猪名川町に次いで 3 番目に低くなっています。

また、市内各地に住工混在地区があり、近年は資本集約型3・技術集約型4の大工場の流出が

相次いでいます。宅地開発圧力が高く、新たな企業誘致の余地も少なくなっています。 

商業については、平成 28 年（2016 年）の小売業における人口一人当たり年間商品販売額

が 64.2 万円であり、阪神間で最も低くなっています。駅前再開発や市内進出の大型小売店

が多い一方、西宮・伊丹・梅田等の大規模集客施設に消費がシフトしています。 

市内の各駅では、商業集積が行われた上にマンション開発が進んだため、中心市街地の商

業集積が不完全な状態です。また、駅前再開発商業施設は核店舗の撤退や空き店舗増加によ

る空洞化が問題となっていますが、不動産の所有と利用の分離が困難な状況です。 

ただ近年は、新事業創出支援に取り組む民間のコワーキングスペース等が市内に誕生す

るなど、新しい兆しも出てきています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課題 

本市で操業する既存製造業の市外流出防止に向け、住工混在地域の調整や従業者確保が

必要です。また、本市の事業環境に見合った新規事業者を誘致することが求められます。 

市内の買い物環境の向上や魅力ある店舗の増加により、地域内経済循環を促進すること

が大切です。このため、駅前商店街などの中心市街地や、自然と調和した郊外も含む、宝塚

の魅力を引き続き創造することが重要です。 

近年増加しているコワーキングスペースなど民間による創業支援の促進により、新たな

創業の機運向上に取り組むことも大切です。 

 

 
3 労働力より資本設備（固定資産）への依存度が高い産業。主に鉄鋼、石油、化学など、

大きな設備投資を要する重化学工業や装置型産業のこと。 
4 技術進歩の影響度が高い産業。 

製造業事業所数・従業者数・出荷額等の比較 
人口一人当たり年間商品販売額の比較

（小売業） 

（出典）平成 29 年(2017 年)工業統計表 地域別統計表データ

（平成 30 年(2018 年)8 月 24 日掲載） 

（出典）販売額：平成 28 年（2016 年）経済センサス、 

 人口：各自治体の住民基本台帳（平成 28 年

（2016 年）12 月末）より算出 

事業所数 従業者数 製造品出荷額等

（事業所） （人） （万円）

尼崎市 732 33,261 136,198,298

西宮市 177 9,676 31,086,813

芦屋市 14 245 306,406

伊丹市 273 15,596 65,434,905

宝塚市 61 3,605 5,200,588

川西市 87 2,239 6,458,006

三田市 95 9,651 59,427,896

猪名川町 14 458 775,069

人口
小売業の年間

商品販売額

人口一人当た

り年間商品

販売額

（人） （百万円） （万円）

尼崎市 451,637 358,025 79.3

西宮市 485,788 441,892 91.0

芦屋市 96,246 65,826 68.4

伊丹市 201,865 192,700 95.5

宝塚市 234,349 150,394 64.2

川西市 159,668 133,905 83.9

三田市 113,764 92,565 81.4

猪名川町 31,729 32,518 102.5
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５．観光の現状と課題 

（１）現状 

本市の延べ観光客数は約 1,179 万人となっています（平成 30 年度（2018 年度））が、そ

のうちの 310 万人が宝塚北 SA への観光客であり、宝塚ファミリ－ランド閉園以降、実質的

な観光客数は横ばい状況にあります。本市の集客力のある主な観光資源としては、神社仏

閣・宝塚歌劇・あいあいパーク・ゴルフ場などがありますが、近年はフィットネス機能など

を併設した温泉施設やゴルフ場などのレジャー施設が観光客数を伸ばしています。 

こうした豊富な観光資源や来訪者数が伸びている施設に恵まれていながら、本市はそれ

に比例した地域経済への効果をあまり実感できていません。その要因は、日帰り観光客の比

率が高く、宝塚北 SA・宝塚歌劇・ゴルフなど単一目的の観光客が多いためと考えられます。 

日本を訪れるインバウンド（訪日外国人旅行者）については、平成 25 年（2013 年）～平

成 30 年（2018 年）の 5年間で約 3 倍に急増しており、特に近傍大都市圏(大阪・京都)では

インバウンド景気が好調です。しかし、本市のインバウンドは平成 25 年（2013 年）～平成

30 年（2018 年）の 5 年間で約 1.3 倍の増加率に留まっています。本市では、企業・神社仏

閣・行政等が、独自で集客施策を展開している場合も多く、共通したストーリー性を持った

情報発信ができていないことも要因と考えられます。 

こうした中、本市はこれまで元タカラジェンヌが案内する街あるきツアーの開催や、中心

市街地における集客イベントなど、市内資源のブラッシュアップに取り組んできました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）課題 

観光による経済効果の増加や地域経済の好循環に向け、豊富な観光資源の活用により、新

たな魅力を創出することが求められています。観光を本市の成長産業とするためには、観光

客の滞在時間の延長や観光コンテンツの創出を目指した施策展開を行っていくことが重要

です。 

一方、近年はオーバーツーリズムによる観光公害の問題や新型コロナウイルス感染症の

感染拡大により、観光産業に甚大な影響が出ている中で、集客の仕組みと市民の暮らしのバ

ランスが取れた持続的な観光振興を目指し、観光を担う各主体との連携を促進することが

重要です。 

今後の旅行需要は、国内から海外と、段階的に拡大しながら回復すると言われており、タ

イミングを見ながら適切な施策を実施する必要があります。 

（単位：人、黒字は千人単位で計数）
観光客数の推移 

（出典）～平成 25 年（2013 年） ：宝塚市統計書 文化・観光 

平成 30 年（2018 年）  ：宝塚市平成 30 年度観光地点等名簿 

H14 H20 H25 H30

総数 10,698,000 8,773,000 8,526,477 11,789,116

社寺参拝 4,867,000 4,664,000 4,440,000 4,457,000

まつり 155,000 191,000 116,262 163,875

温泉 406,000 660,000 636,438 729,565

公園・遊園地 4,297,000 2,071,000 2,221,914 2,090,343

ハイキング・キャンプ 101,000 128,000 49,930 0

植木関係 78,000 92,000 42,000 38,500

ゴルフ・テニス 599,000 642,000 569,075 777,179

その他・施設見学 195,000 325,000 450,858 3,532,654
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６．市内産業に共通する課題 

全国及び本市の全体的なトレンド、農業・商工業・観光の各産業の現状から、市内産業に

共通する課題を整理すると次の 5 点です。 

 

（１）既存事業の収益性向上（モノ） 

本市で操業する農家や商工業者、観光事業者が稼ぐ力を強化し、今後も持続的に成長して

いくこと。 

 

（２）担い手や後継者の確保（ヒト） 

起業・第二創業を行う経営者や、事業所で働く従業員、産業を支える消費者（ファン）を

確保・育成すること。 

 

（３）地域内経済循環の促進（カネ） 

産産連携、産学官連携の促進や、非対面・非接触による商品・サービスの提供など消費者

のニーズを捉えた取組により、民間消費の市外への流出防止策を講じることで、市内で循環

する資金が増え、稼ぐ事業者の増加につなげること。 

 

（４）産業魅力の発信（情報） 

本市産業の魅力のブラッシュアップに取り組み、市民や消費者（ファン）に伝えること。 

 

（５）事業環境の整備（空間） 

ウィズコロナ時代の新しい生活様式に則った「3 密の回避」に配慮しつつ、空き地や空き

店舗などの遊休地・未利用地、道路・公園などの公共空間の活用の促進や、新たな業態の開

拓を支援すること、さらに、土地利用に係る地域住民との調整や支援体制の構築など、事業

者が円滑に事業に取り組むための環境を整備すること。 
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第３章 基本的考え方 

前章で確認した市内産業の現状と課題から、本市が取り組むべき産業振興の基本的な考

え方を整理します。 

 

１．宝塚市産業活力創造会議 

（１）提言書（平成 27年（2015 年）） 

「創造的都市＝宝塚」 

～クリエイティブな市民・事業者が中核となって産業活力を創出する～ 

本市では、市内産業の振興に取り組むため、知識経験者、市内事業者等から構成される宝

塚市産業活力創造会議を設立し、平成 27 年（2015 年）に提言書として取りまとめました。

本提言書では、「創造的都市＝宝塚」を将来像として設定し、各種施策・事業に取り組むこ

とを求めています。 

 

（２）創造的都市の実現に向けたこれまでの取組例 

提言書に基づき、本市ではこれまで下記に代表される産業振興に取り組んできました。 

・これからの社会を担う新たな担い手を対象とした創業や就労の支援による人づくり 

・中心市街地への魅力ある店舗の誘致や宝塚ガーデンフィールズ跡地の整備 

・宝塚ブランドの更なる向上により、宝塚の魅力を国内外に発信 

・新名神宝塚北 SA/SIC 開通による観光客数増加、北部西谷地域振興 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施策・事業の枠組み（宝塚市産業振興基本戦略に係る提言書） 
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（３）今後に活かすべき視点 

これまでの産業振興の取組を踏まえて、今後に活かすべき視点は下記 3 点と考えられま

す。 

 

①創造的都市・宝塚を牽引する体制の構築 

提言書に基づき、創造的都市・宝塚の実現に向けた取組を進めてきましたが、行政を中心

とした取組が多く、商工会議所や大学、民間事業者と連携・協働した取組には発展していま

せん。創造的都市・宝塚の実現に引き続き取り組むためには、こうした将来像の実現に向け

て牽引する体制の構築が必要です。 

 

②宝塚市立文化芸術センター・庭園の開設、宝塚ホテルの移転に伴う中心市街地の資源を活

用した魅力向上 

本市では令和 2 年（2020 年）に新しく「宝塚市立文化芸術センター・庭園」が開設され、

また、宝塚ホテルが宝塚大劇場横に移転しました。こうした変化を効果的に活用し、本市の

魅力向上につなげることで、中心市街地から始まる活性化に取り組むことが大切です。 

 

③宝塚ブランドのブラッシュアップや農商工が連携した観光プログラムの発掘など産業分

野を横断するプロモーションによる魅力発信 

創造的都市・宝塚の実現に向けて、市内農業、商工業、観光などが連携することで、宝塚

ブランドのブラッシュアップや観光プログラムの発掘につながります。このため、産業分野

を横断する取り組みとして、プロモーションによる魅力発信などに取り組むことが大切で

す。 

 

 25



12 

２．本市の創造性に係るポテンシャル 

本市にはこれまで蓄積されてきた「創造性」に係る資源が多くあります。こうした資源は

十分に活用されているものが少ないと考えられますが、今後の産業振興に向けて、大きなポ

テンシャルがあると考えられます。 

 

・宝塚映画製作所や温泉街のまち並み、宝塚ファミリーランドなど、かつて本市を支えてき

た文化芸術資源を通じて、宝塚ブランドが醸成されてきました。平成 29 年度（2017 年度）

地域ブランド調査の「学術・芸術のまちのイメ－ジ」部門でも、全国第一位となっていま

す。 

・宝塚歌劇団や手塚治虫記念館など文化芸術資源が豊富にあり、令和 2 年（2020 年）6 月に

は新たに宝塚市立文化芸術センター・庭園が開館しました。 

・文化芸術に理解のある市民が多く、質の高い市民活動が行われており、高い市民力を持っ

ています。また、これまでにない新たな事業に取り組む市民や事業者が生まれており、デ

ザイン思考（15 ページ「デザイン思考の役割と効果」参照）を活用した民間の支援者や

支援機関も市内で活躍しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 宝塚市立文化芸術センター 
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３．これからの宝塚市産業振興の基本的考え方 

本市で取り組まれてきた従来の施策・事業の延長線上だけでは、各産業で課題が散見され、

産業に共通する課題もあると考えられます。 

本市産業が抱える閉塞感を打開し、新たに宝塚市産業をデザインしていくために、産業活

力創造会議でも提言された「創造性」をキーワードに、産業分野を横断し、新たな組合せや

ネットワークにより、施策・事業に取り組むことが必要です。 

 

（１）なぜ宝塚市で「創造性」なのか 

①「宝塚ブランド」の知名度を活用できる 

本市には全国でも知名度が高い「宝塚ブランド」があり、これらは本市を支えてきた文化

芸術資源を中心に構成されたものです。「創造性」は文化芸術資源から創出される可能性が

高いことから、本市の「宝塚ブランド」を活用することが期待されます。 

 

②過去からの地域産業資源や文化芸術資源の蓄積が豊富にある 

本市には、上述した「宝塚ブランド」を構成する地域産業資源や文化芸術資源が数多く蓄

積されています。こうした資源を最大限活用し、「創造性」の創出に取り組むことが大切で

す。 

 

③新たな事業にチャレンジする市民や事業者が存在する 

本市ではこれまでも新たな事業にチャレンジする市民や事業者が数多く活動してきまし

た。また、近年では「デザイン思考」を活かした取組をすすめる民間事業者も生まれていま

す。こうした市民や事業者が主体となり、小さな取組から始めることで大きな変化を起こし

ていくことが重要です。 

 

（２）宝塚市における「創造性」による課題解決の視点 

「創造性」を通じた産業振興により、本市の課題解決に取り組む視点として、下記 5 点が

挙げられます。 

 

①モノ：デザイン思考による洗練されたモノ・サービスの創出 

モノ・サービスの供給が需要を上回る時代や新たな生活様式においては、消費者が本当に

欲しいモノ・サービスを創出する必要があります。このような中では、事業者自身が大切に

したい価値を問い、それをモノ・サービスへと昇華する中で一貫性のあるメッセージとして

伝える「デザイン思考」の考え方が求められています。 

 

②ヒト：創造性をもった人材の発掘・育成・支援による市民力の更なる強化 

上述した「デザイン思考」は、マーケティングなどによる論理的な分析ではなく、丁寧な

観察などにより潜在的なニーズを発見し、言葉にならないものを形にしていくことが求め

られます。こうしたことは、創造性のあるデザイナーやクリエイター、アーティストなどが

得意とされることから、創造性のある市民を育てていくことが求められます。 
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③カネ：新たなヒト・モノのつながりによって生み出される地域内経済の好循環 

これまでにないモノ・サービスを創出し、販売するためには、既存のネットワークでは実

現が難しくなります。このため、オープン・イノベーション5など、創造性を活かしてこれ

までにない“つながり”をつくることが必要です。これにより、新たな取引が生まれ、地域

内のカネを媒介とした好循環が生まれるものと考えられます。 

 

④情報：これまで醸成されてきた宝塚ブランドの創造性のある効果的な情報発信 

消費者にとって本当に欲しいモノ・サービスを創出していくことで、モノ・サービスや事

業者のブランド力に結びついていきます。創造性のある事業者や支援者が集積し、これまで

醸成されてきた宝塚ブランドを組み合わせることで、より効果的な情報発信につながるも

のと考えられます。 

 

⑤空間：創造性が発揮しやすい環境や支援の整備による基盤の構築 

上記①～④のような創造性を発揮していくためには、新たなことに挑戦しやすい場、新た

な刺激を受けやすい場、新しい人と出会える場が求められます。また、創造性のあるモノ・

ヒト・カネ・情報の創出を支援してくれる創造性のある人材にあふれ、お互いに共創してい

くことが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
5 自社だけでなく他社や大学、地方自治体、社会起業家など異業種、異分野が持つ技術やア

イデア、サービス、ノウハウ、データ、知識などを組み合わせ、革新的なビジネスモデル、

研究成果、製品開発、サービス開発、組織改革、行政改革、地域活性化等につなげるイノベ

ーションの方法論。 

デザイン思考の役割と効果 
特許庁「デザイン経営宣言」によれば、

デザイン思考は、企業が大切にしている価
値、それを実現しようとする意志を表現す
る営みであり、「個々の製品の外見を好感
度の高いものにするだけではない」と言及
しています。 
具体的には、顧客が企業と接点を持つあ

らゆる体験に、その価値や意志を徹底さ
せ、それが一貫したメッセージとして伝わ
ることで、他の企業では代替できないと顧
客が思うブランド価値が生まれること。ま
た、デザインを通じて人々が気づかないニ
ーズを掘り起こし、事業にしていくこと
で、イノベーションを実現する力になるこ
とが期待されています。こうしたデザイン
思考を経営に取り入れていくこと（デザイ
ン経営）が推奨されています。 
デザイン思考を取り入れることで、その

4 倍の利益が得られること、デザインを重
視する企業の株価は、S&P500 全体と比較し
て、10 年間で 2.1 倍成長していることなど
が成果として挙げられ、今後もデザイン思
考を積極的に取り込んでいくことが期待
されています。 

（出典）経済産業省・特許庁 産業競争力とデザインを考

える研究会「「デザイン経営」宣言」（平成 30 年

（2018 年）5月23日） 
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デザイン思考を活かして「伝統の価値」を伝える 

兵庫県養父市にある大徳醤油株式会社は 110 年の歴史を持ち、天然醸造による醤油

や魚鄟を作り、その価値を継承されています。一方、大手メーカーの醤油をスーパー

で買うことが当たり前になっている現在、地域の醤油屋は明治時代の 1/10 まで減少

し、国産大豆を使った醤油作りを行っているメーカーはわずか 1.7％（農水省調べ）

となっています。 

こうした状況の中で経営にデザイン思考を取り入れ、まず「天然醸造の醤油や魚鄟

の価値を『誰』に伝えたいのか」というところから整理を始められました。そして「こ

だわりの強い人だけでなく、醤油のことを詳しく知らない人に伝えたい」という方向

性を見出したのです。 

そして大徳醤油が大切にしている理念（アイデンティティ）やビジョンを確認し、

経営戦略を考えることで、「大徳醤油にしか作ることのできない商品」を生み出しまし

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

こだわりの魚鄟は余白を生かしたモダンなスタイルとし、パッケージである和紙を

紐解くと、醤油とともに内側に書かれた「有機、地域、伝統」と天然醸造の説明が詰

め込まれています。また、魚鄟の使い方がわからないユーザーを獲得するため、魚鄟

を使った和食やパスタなどの洋食のレシピを、ホームページやパンフレットに掲載し

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、各家庭で作っていた醤油作りを復活させるべく、天然醸造の手作り醤油づく

りキットの販売も始め、新たな顧客を作り続けています。 

その結果、国内産の無添加天然醸造の「価値」が認められ、商品だけでなくその開

発ストーリーも含めて多数のメディアに掲載されるようになり、通信販売サイトでも

人気となっています。 

課題   ：若者への天然醸造の醤油の価値の伝達 

その背景 ：速醸という天然ではない醤油作りの一般化 

地域資源 ：蔵に住みつく微生物と但馬や日本各地の優良な原材料 

着目点  ：古臭くない醤油の見せ方と本物感 

解決方法 ：あえて寡黙で説明的ではないデザインを施す 

（出典）SASI DESIGN 実績「大徳醤油」（http://sasi-d.com/portfolio/daitoku-soy-2/）を参考に市作成 
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第４章 将来目標と方向性 

これまで整理してきた現状や課題、基本的考え方を踏まえて、本市が実現すべき将来目標

と方向性は下記のとおりです。 

 

１．将来目標 

 

「創造都市・宝塚」の実現 
 

本市産業を取り巻く動向は、提言書作成時（平成 27 年（2015 年））と比べて、宝塚北 SA

の開業やゴルフ場などによる観光客数の増加といった好転要因がある一方、企業流出や人

材不足が進み、また市内で資金が循環していない等、各産業に共通する中長期的な課題が露

出しています。また、新型コロナウイルス感染症の拡大による影響により、あらゆる業種で

売上が減少し、事業者は疲弊しています。このため、創造性・革新性をもって新たな事業創

出や新業態への転換、新たな担い手の確保・育成、新たな資金循環に取り組む必要がありま

す。 

本市には豊かな地域産業資源や文化芸術資源があり、全国的に知名度のある「宝塚ブラン

ド」が育まれてきました。本市が有する創造性・革新性の源泉を活用し、新たな視点で産業

振興に取り組むことで、市民や事業者の誰もが生き生きと働き、暮らし、活動する「創造都

市・宝塚」の実現に取り組みます。 

 

２．「創造都市・宝塚」が実現した時の、宝塚市産業の姿 

創造性に富む、これまでにないモノ・サービスが創出されることで、宝塚に新たな魅力が

生まれる姿を実現します。また、新たな生活様式に沿った業態に柔軟に対応する事業者が増

えることで安心感のある新たな付加価値が創出されていきます。 

各事業所で創造力豊かに働く従業員が増える、また、小商いも含めた創業に取り組む人材

が増えている姿を実現します。 

これまで結びつきの少なかった市内事業者同士が創造的に連携し、地域内経済循環が進

んでいる姿を実現します。 
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３．戦略方向性 

将来目標の実現に向けて、本市が取り組む施策・事業の戦略方向性は下記 3 点です。 

 

（１）イノベーションを創出する新たな担い手の育成 

供給が需要を上回る時代や新たな生活様式において、消費者が潜在的に求めている価値

をモノ・サービスとして提供していくことが求められています。このようなイノベーション

を創出するためには、あらゆる事業課題を創造的に解決できる人材（高度デザイン人材）と

市内事業者の連携が必要です。また、創造性に富む視点で新たなモノ・サービス開発に取り

組める環境を整備していくことも大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）事業者や支援機関、市民との交流・連携の創出 

本市のこれまでの経済は、地域外の消費者にモノ・サービスを提供し、獲得した資金を地

域外で消費するものであり、地域内における交流や連携が乏しい状態です。このため、市内

事業者同士や産学官金連携、さらには市民（消費者）との交流・連携を促し、文化芸術資源

の活用により創造性を発揮し、地域産業資源の市内消費や市内取引の強化につなげていき

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【リーディング・プロジェクト】 

デザイン思考による事業の創出・革新 

商工業の事業者はもとより、農家や観光事業者も含めて、価値が多様化する社会にお

いて新たな事業を創出・変革していくことが求められることから、「デザイン思考」によ

る支援に取り組みます。 

市内に居住・通勤するデザイナーやクリエイターなどの高度デザイン人材がデザイン

思考による伴走支援に取り組めるよう、養成講座の開講等に取り組むとともに、高度デ

ザイン人材と市内事業者の連携・マッチングと伴走支援を通じて、新たな事業の創出や

革新につなげていきます。 

課題解決の視点 ヒトの育成 モノの創製 カネの創出 

【リーディング・プロジェクト】 

文化芸術施策と農商工施策の連携による観光プロムナード活性化 

「宿泊」、「小売業」、「飲食店」、「サービス業」などをはじめとするすそ野が広い多様

な業種が関連し、その波及効果が地域全体の産業の活性化につながるという観点から、

本市の産業の強みを活かせる分野として観光振興が考えられます。今後本市の観光を一

層振興するためには、観光のみならず、農業や商工業、さらには本市にポテンシャルの

ある文化資源を効果的に活用していくことが大切です。市内の地域資源を周遊するとと

もに、農業や商工業を体験型観光として楽しみ、またお土産を購入するなど、観光を通

じた地域活性化に取り組みます。 

 

課題解決の視点 ヒトの連携 カネの循環 情報の共有 空間の充実 
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（３）ブランディングの強化による宝塚ファンの創出 

本市の「宝塚ブランド」は全国的に有名ですが、近年は具体的な市民や事業者の顔が見え

ず、本当の価値の発信につながっていない恐れがあります。創造性が育まれる本市の豊かな

地域産業資源や文化芸術資源、また創造的に暮らす市民の姿を発信することで、市民の地域

愛が醸成されるとともに、本市で暮らしたい、働きたい、訪れたい“宝塚ファン”を創出し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【リーディング・プロジェクト】 

地域産業資源等本市の魅力を伝える情報発信 

本市には全国的に知名度の高い「宝塚ブランド」に代表される地域産業資源や文化芸

術資源があり、またそれらを活かして創造的に暮らす市民がいるものの、その魅力が市

内外に十分に伝わっていません。 

そのため、こうした市民や事業者など、本市の魅力を伝える情報発信から始めます。

また、本市の魅力発信に協力してくれる市民や事業者を募り、チームとしての活動展開

に取り組むとともに、本市で働きたい、創業したい人材の確保にも取り組みます。 

課題解決の視点 ヒトの活躍 情報の発信 空間の整備 
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第５章 推進に向けて 

本ビジョンの推進に向けて、行政内部・外部における推進体制を整えます。 

 

１．推進体制の強化 

本ビジョンで定めた目指す姿の実現のためには、行政内部における農業・商工業・観光の

各担当課はもとより、文化芸術や福祉、都市計画など庁内の部課を横断する体制が必要です。 

このため、産業文化部内における横断的な会議を定期的に開催するとともに、市役所内に

おける横断的な会議を開催します。 

また、宝塚商工会議所、兵庫県、国、民間事業者、金融機関、大学等と協力・連携し、推

進体制を強化していきます。経営や法律の専門家などとも連携し、きめ細かな推進体制を構

築します。さらに、近隣構成市町の産業部局や商工会議所・商工会等と連携を図り、事業者

の活動の広がりに対応した支援を行います。 

 

２．産業活力創造会議の開催 

本ビジョンの進捗状況を管理し、評価するため、産業活力創造会議を年数回、定期的に開

催します。リーディング・プロジェクトや、本ビジョンに関連する農業、商工業、観光の各

計画について、PDCA（Plan／Do／Check／Action）による計画の検証と強化、改善に取り組

むとともに、必要に応じてビジョンの見直しを行います。 
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宝塚市商工業振興計画 

（案） 

令和 3年度（2021 年度）～令和 12 年度（2030 年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和 3 年（2021 年）1 月 

宝塚市   
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１．計画の目的と期間 

(１)計画策定の目的 

「宝塚市産業振興ビジョン」（以下、産業振興ビジョンという）では、『「創造都市・宝塚」

の実現』を将来目標に位置づけ、商工業だけでなく、農業や観光、文化芸術などあらゆる分

野を横断的につなぎ、本市産業の活性化を図ることを目指しています。 

この「宝塚市商工業振興計画」（以下、本計画という。）では、この将来目標を達成するた

めに、本市の商工業に関する施策の基本方向を明らかにするとともに、今後取り組む主な施

策を位置づけ、計画的に進めていくことを目的として策定したものです。 

 

(２)計画期間 

本計画は、令和 3年度（2021 年度）～令和 12 年度（2030 年度）までの 10年間を計画期

間とし、適宜必要な見直しを行います。 

（年度） 

 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 

第 6 次 

総合計画 

          

産業振興

ビジョン 

          

商工業 

振興計画 

          

 

(３)上位・関連計画との位置づけ 

 「第 6次宝塚市総合計画」を上位計画、「宝塚市産業振興基本条例」に基づく「宝塚市産

業振興ビジョン」を本市の産業振興に係る基本的考え方として、「宝塚市農業振興計画」及

び「宝塚市観光振興戦略」と並んで、商工業振興に具体的に取り組む内容を記載した計画と

して位置づけられます。 

   
第 6 次総合計画 

農業振興計画 商工業振興計画 観光振興戦略 

産業振興ビジョン 産業振興基本条例 
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２．本市の商工業振興に係る計画等の系譜 

 ここでは、本市のこれまでの商工業振興に係る計画策定や会議体形成の経緯について整

理します。 

 

昭和 49 年（1974 年）以降、阪急宝塚南口駅周辺、阪急宝塚駅周辺、阪急逆瀬川駅周辺

の市街地再開発事業が行われ、市内各所における商業の集積、都市の再生整備を推進し

てきました。 

 

【第 3次宝塚市総合計画の期間（平成 3 年（1991 年）～平成 12 年（2000 年））】 

・ 第 3 次宝塚市総合計画のもと、商業と工業の振興に係るビジョンをそれぞれ提言・報告

しました。 

■宝塚市商業振興ビジョン（平成 4 年（1992 年）3 月提言） 

・宝塚商業の将来像 

 花のまち宝塚に似合いの「生活花形産業」を目指して 

・商業振興の基本方向 

 ①「生活インフラ」としての商業（社会的側面） 

 ②「夢とあこがれ」をかきたてる街づくり（文化芸術的側面） 

 ③「中核的産業」としての商業（経済的側面） 

 

長引く不況による消費の低迷に加え、近隣市域における大型商業施設のオープンや、宝

塚ファミリーランドの閉園により、市内の商業環境が大変厳しい状況となってきまし

た。 

■宝塚市工業振興ビジョン（平成 7 年（1995 年）7 月報告） 

 ・工業振興の視点 

 ①既存企業の振興 

 ②都市型産業の誘致等 

 ③地域社会への貢献 

 ④地場産業の育成と宝塚ブランドの創出 

 

工業振興ビジョンは、策定後に実施されないままの項目も多く、成果を十分に挙げられ

ないまま、平成 9 年（1997 年）～平成 21 年（2009 年）頃にかけては、NTN 宝塚製作所

やチバ・スペシャルティ・ケミカルズ等、市内の大規模な工場が閉鎖し、市内工業の空

洞化が進行していきました。 

■宝塚市中心市街地商業等活性化基本計画（平成 11 年（1999 年）3 月策定） 

宝塚地区、宝塚南口地区を計画区域とし、観光プロムナード活性化及び花の道周辺整備を

中心に行いました。 
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【第 4 次宝塚市総合計画の期間（平成 13 年（2001 年）～平成 22 年（2010 年））】 

・ 商業、工業ともに衰退し、産業基盤が脆弱化してくる中で、まちの活力と魅力が失われ

る危機に直面することになり、まちの活力を再生し、宝塚を再び個性と魅力にあふれた

まちとすることを目的として、市内産業の振興を目指すための会議体が設置されました。 

 

■宝塚創造会議（平成 16 年度（2004 年度）） 

・ 宝塚は「職・住・遊・学」のバランスのとれたすばらしい都市になる要件は既に持ち

合わせていることから、「芸術・文化都市」を軸とした都市活性化が提言されました。 

①芸術・文化インキュベーション 

街の活性化が経済振興にも発展するようなプロジェクトを中心として構成 

②街並み・景観の発掘と保存 

宝塚らしい歴史・文化芸術施設（美術館・博物館）、歴史的建築物（旧宝塚音楽学校

校舎など）と、緑あふれる水辺や街並みなど景観とが調和したまちのグランドデザイン

作りを考えるプロジェクト 

③食文化と食品産業（農業）活性化策 

文化芸術と産業を結びつけるプロジェクト 

・ また、行政・経済団体がそれぞれの役割を明確にした上で、組織の枠を超えて協働し

て取り組むことが求められるようになりました。 

 

■宝塚産業活性化推進会議（平成 17～18 年度（2005～2006 年度）） 

・ 本市と商工会議所が、行政・経済団体の枠を超えた存在として協働組織を設置しまし

た。推進会議の中には、工業振興研究部会、商業振興研究部会、観光振興研究部会の

3 部会が設置され、相互に連携を図りながら、「検討結果報告書」を取りまとめました。 

・ 工業振興における重点的に展開すべき施策と内容 

 ①異業種交流の促進 

 ②企業立地の促進 

 ③起業等支援体制の整備 

 ・商業振興における重点的に展開すべき施策と内容 

 ①商業集積における集団化・組織化 

 ②個店の小売ビジネス変革の支援／フリーランスの商業者（起業家）を支援する方策 

 

■宝塚市中心市街地活性化基本計画（平成 20 年（2008 年）3月策定） 

宝塚地区、宝塚南口地区に加え逆瀬川地区を計画区域とし、観光プロムナード活性化及び

アピア逆瀬川テナントミックスなどの活性化に取り組みました。 

 

 

 

 

 

 42



 

4 

【第 5 次宝塚市総合計画の期間（平成 23 年（2011 年）～令和 2 年（2020 年））】 

 

■宝塚市産業活力創造会議 提言書（平成 27 年（2015 年） 

 ------------------------------------------------------------------- 

創造的都市＝宝塚 

～クリエイティブな市民・事業者が中核となって産業活力を創出する～ 

 ------------------------------------------------------------------- 

・ 本市では、市内産業の振興に取り組むため、学識者、市内事業者等から構成される宝塚

市産業活力創造会議を設立し、平成 27 年（2015 年）に提言書として取りまとめました。

本提言書では、「創造的都市＝宝塚」を将来像として設定し、各種施策・事業に取り組む

ことを求めており、提言書に基づき、本市ではこれまで下記に代表される産業振興に取

り組んできました。 

 

・これからの社会を担う新たな担い手を対象とした創業や就労の支援による人づくり 

・中心市街地への魅力ある店舗の誘致や宝塚ガーデンフィールズ跡地の整備 

・宝塚ブランドの更なる向上により、宝塚の魅力を国内外に発信 

・新名神宝塚北 SA/SIC 開通による観光客数増加、北部西谷地域振興 

 

以上の経緯を経て、宝塚市の商工業の現状は、次のようなことが挙げられます。 

 

・市内各地に住工混在地区があり、近年は資本集約型・技術集約型の大工場の流出が相次

ぐ。 

・平成 28 年（2016 年）の小売業における人口一人当たり年間商品販売額は 64.2 万円で

あり、阪神間で最も低い。 

・駅前再開発や市内進出の大型小売店が多い一方、西宮・伊丹・梅田等の大規模集客施設

に消費がシフトしている。 

など   
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３．本市の商工業に関する主な課題 

 ここでは、本市の商工業に関する主な課題を整理します。 

 

【分野共通の課題】 

 「宝塚市産業振興ビジョン」では、商工業に限らず、農業や観光との分野共通の課題とし

て、「モノ」、「ヒト」、「カネ」、「情報」、「空間」の 5 つ視点から明らかにしました。 

 

①既存事業の収益性向上（モノ） 

本市で操業する農家や商工業者、観光事業者が稼ぐ力を強化し、今後も持続的に成長して

いくこと。 

②担い手や後継者の確保（ヒト） 

起業・第二創業を行う経営者や、事業所で働く従業員、産業を支える消費者（ファン）を

確保・育成すること。 

③地域内経済循環の促進（カネ） 

産産連携、産学官連携の促進や、非対面・非接触による商品・サービスの提供など消費者

のニーズを捉えた取組により、民間消費の市外への流出防止策を講じることで、市内で循環

する資金が増え、稼ぐ事業者の増加につなげること。 

④産業魅力の発信（情報） 

本市産業の魅力のブラッシュアップに取り組み、市民や消費者（ファン）に伝えること。 

⑤事業環境の整備（空間） 

ウィズコロナ時代の新しい生活様式に則った「3 密の回避」に配慮しつつ、空き地や空き

店舗などの遊休地・未利用地、道路・公園などの公共空間の活用の促進や、新たな業態の開

拓を支援すること、さらに、土地利用に係る地域住民との調整や支援体制の構築など、事業

者が円滑に事業に取り組むための環境を整備すること。 

 

 

【商工業に係る課題】 

 上記の分野共通の課題のほか、本市の商工業に係る今日的課題としては、次のようなこと

が挙げられます。 

・既存製造業の市外流出防止に向けた住工混在地域の調整 

・中小事業者の人材確保や生産性向上 

・本市の事業環境に見合った新規事業者の立地誘導 

・市内の買い物環境の向上や魅力ある店舗の充実 

・市街地の文化芸術や西谷地区の自然を活かした魅力創造 

・コワーキングスペースなど民間による支援を活用した創業機運の向上 

など 

 44



 

6 

４．将来目標（スローガン） 

 計画策定の目的でも述べたとおり、『「創造都市・宝塚」の実現』に向け、本計画では以下

のスローガンを掲げ、目標達成の取組を進めます。 

 

Make our city. 

“つくる”をいっしょに。 

《想い》 Our city 

 このスローガンには、行政だけの計画に止まらず、市民とともに、つくり、変えていきた

いという思いが込められています。 

 また、この計画の推進によって達成される【結果】だけでなく、みんなでつくりあげてき

たという【過程】をも大切にすることで、“私の”“あなたの”ではなく、“私たちの宝塚”

と感じることができるようになり、さらなるシビックプライドの醸成につながると考えて

います。 

 

《意味》 Make
メ イ ク

 

 本市商工業における、さまざまな＜Make＝つくる＞から、宝塚のまちをつくりあげます。 

「Make」というワードには、宝塚市産業振興ビジョンでも言及されている「創造性」を駆使

すること（Create）を主軸として、他に 4 つの意味を含んでおり、それぞれが孤立すること

なく、互いに影響しあっていくことを表現しています。 

 

デザイン思考やクリエイティブな発想で「創造する」こと。 

工業製品を「製造する」こと。 

魅力あるヒトやモノ、バを「生み出す」こと。 

市内の事業者が活躍できる環境を「形成する」こと。 

ブランド認知を獲得し、それを活かして「稼ぐ」こと。 
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５．基本方向と施策の体系 

(１)基本方向 

 将来目標を達成するため、商工業の分野において次の 3 つの基本方向を設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本方向１ あらたな担い手、あらたな事業を 

 本市の地域産業資源や文化芸術資源、ブランド力を活用して、市内で起業したい人を増や

し、新しい商品・製品やサービスが次々と生み出されることを応援します。また、それら新

しい商品・製品やサービスに新しい生活様式を取り入れることで、安心感などの付加価値を

生み出すことを支援します。 

市内の商工業に関わる既存事業者に対しては、関係機関との連携を行い、今の事業の継

続・発展や新たな事業展開に挑戦し、デザイン思考1による創造性を発揮できる支援体制を

整えます。 

また、産学官金連携を図り、起業・第二創業を志す経営者や、事業所で働く従業員の確保・

育成について支援します。 

 

基本方向２ まちの活性化を、みんなの手で 

 中心市街地をはじめ、ここにしかないモノ・サービス、安心して購買できる仕組みを提供

する魅力ある個店を増やすとともに、製造業事業所については、市内で継続して操業できる

環境を整えます。 

 

 

 
1
 デザインに必要な考え方と手法を用いて、常にユーザーの視点に立ってゼロベースの発想で、新たなサービスや製品

を創出する手法 

【基本方向１】 

あらたな担い手、 

あらたな事業を 【基本方向２】 

まちの活性化を、 

みんなの手で 

【基本方向３】 

みんなが誇る、 

宝塚ブランドを 

【将来像】 

「創造都市・宝塚」の実現 

 

Make our city. 

“つくる”をいっしょに。 
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基本方向３ みんなが誇る、宝塚ブランドを 

 宝塚ブランドを生かし、シビックプライドの醸成を通じて、地域内における経済循環を高

めるとともに、文化芸術施策と産業施策の連携促進の動きを加速させることにより、本市の

新たな魅力を創出します。 

 

(２)施策の体系 

 基本方向に基づき、施策の方針を次のように設定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

基本方向１ 

 

あらたな担い手、 

あらたな事業を 

基本方向２ 

 

まちの活性化を、 

みんなの手で 

基本方向３ 

 

みんなが誇る、 

宝塚ブランドを 

施策の方針１－１ 

起業しやすい土壌づくり 

施策の方針１－２ 

創造性の発揮による新事業創出 

施策の方針２－１ 

個店から始まるエリアの魅力向上 

施策の方針２－２ 

既存事業所の市内立地継続支援 

施策の方針１－３ 

次世代の創造性豊かな担い手育成 

施策の方針３－１ 

シビックプライドの醸成による地域内

経済循環の向上 

施策の方針３－２ 

商工業施策と文化芸術施策の連携促進 
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６．施策の方針と主な取組施策 

 ここでは施策の方針ごとに主な取組施策（取組概要、取組主体）を位置づけます。 

 なお、ここに書かれた取組施策は、すべてを網羅するものではなく、特に新規あるいは充

実・強化するものを中心に取り上げています。次章で後述するように、10 年間の計画期間

のうち、年度ごとに評価し、適宜見直すものとします。 

 

基本方向１ あらたな担い手、あらたな事業を 

施策の方針１－１ 起業しやすい土壌づくり 

 本市の文化芸術や歴史のある背景をもとに、市内で起業したい人を増やし、定着していけ

るように、官民連携による起業しやすい環境づくりを進めます。 

 

（主な取組施策） 

 

 

 
2 2019 年 12 月現在、3 施設 

1-1-1： 起業を目指す人の交流拠点2の整備促進 

取組概要 

 起業のハードルを下げるには、起業に興味のある人や目指している人の交流の機会を作り

出し、アイデアを磨いていく場所づくりが求められます。起業家等支援施設認定制度などを活

用し、民間によるコワーキングスペースの活動を支援するとともに、市民などが利用しやすい

環境を整備します。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者、兵庫県 

認定起業家等支援施設 

令和元年(2019 年)5 月、起業家等を支援する市内 3 つ

のコワーキングスペースなどを「起業家等支援施設」に

認定しました。多様な働き方が広がっている中、本市が

施設を認定することで、起業を考えている市民が安心し

て施設を利用し、起業・創業の機運が醸成されることを

期待するものです。 
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1-1-2： 女性をはじめ誰もが活躍できる事業環境の整備促進 

取組概要 

 本市は女性が生き生きと社会で活躍するイメージに加え、エイジフレンドリーシティを掲

げていることもあり、女性をはじめとして誰もが主役になり活躍できる環境を整備します。女

性やシニア向けセミナーの開催や先輩起業家との相談会などの開催、民間の保育施設と連携

するなど女性をはじめ誰もが起業しやすい環境を整備します。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

1-1-3： 民間事業者との連携による事業承継とスタートアップ支援の促進 

取組概要 

中小企業における事業承継は、本市に限らず全国的な課題となっており、その課題に対して

起業したい人を組み合わせることによって、「事業の承継」が進むことが期待されます。令和

2 年（2020 年）3 月、本市に本社を置く民間事業者と宝塚商工会議所、宝塚市が連携協定を結

び、三者連携による事業承継とスタートアップ支援に積極的に取り組みます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

創業セミナー 

産業競争力強化法に基づき、平成 26 年度から宝塚市

と商工会議所との連携により実施しています。 

受講者は「特定創業支援等事業」を受けた者となり、

創業希望者への登録免許税の軽減措置など優遇策が

適用されます。 
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施策の方針１－２ 創造性の発揮による新事業創出 

 これからの企業経営においてデザイン思考がますます重要になる中で、いまの事業の継

続・発展や新たな事業展開に挑戦し、創造性を発揮できる支援環境を整えます。 

 

（主な取組施策） 

 

   

 
3
 「多様なデザイン専門性能力」に加えて、「ビジネススキル」と「リーダーシップ」を備えた人材 

1-2-1： 異業種や高度デザイン人材3等とのマッチング支援 

取組概要 

 これからの企業経営や新事業創出には、デザイナーの思考を活かし、新たなアイデアの発想

と発信をできるようにすることが必要です。そこで、三者連携協定（1-1-3 参照）を活用し、

創造的な発想を持つデザイナーと中小企業をマッチングする機会や、コワーキングスペース

を活用した異業種交流の機会を提供します。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

1-2-2：  IoT 等先端技術の活用による生産性の向上支援 

取組概要 

5G（第 5 世代移動通信システム）への移行により、高速大容量の通信環境が整備され、AI、

自動運転等のイノベーションが実現し、企業の生産活動にも大きな影響がもたらされると予

想されます。そこで、国の IoT 関連補助金などを活用できるように周知するとともに、本市の

企業活動支援事業補助金などの積極的な活用を促します。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者、兵庫県 
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1-2-3：  新ビジネスモデルに進出する事業者への支援 

取組概要 

新型コロナウイルス感染症拡大により、これまでのビジネスとは異なった、「3 密」の回避

などの新しい生活様式を取り入れるような方法が求められています。そこで、新型コロナウイ

ルス感染症を含め、これから起こりうる危機に対して柔軟にビジネスモデルを変更できる事

業者を支援します。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 
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施策の方針１－３ 次世代の創造性豊かな担い手育成 

産学官金連携を図り、起業・第二創業を志す経営者や働く従業員人材の確保・育成につい

て支援を図るとともに、地域の事業者と連携したキャリア教育を推進します。 

 

（主な取組施策） 

 

   

1-3-1： 市内事業者、市内外の大学、金融機関及び行政との産学官金連携の強化 

取組概要 

 全国的な潮流として、人材不足や雇用のミスマッチ、あるいは事業承継問題が深刻化してお

り、人材の確保や育成は地域の産業振興において重要課題となっています。そのような中で、

市内事業者のニーズを把握するとともに、市内外の大学、あるいは金融機関との連携による情

報交流やマッチングの仕組みを作ることによって、その対策を強化します。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：民間事業者、大学、金融機関 

1-3-2： デザイン思考や ICT などについて学ぶ場の提供 

取組概要 

 デザイン思考や、ICT などは、これからの時代に事業を行う上で、必須のスキルであると考

えられます。これらについて学校教育やリカレント教育の場など、どの世代でも学ぶことので

きる機会の提供を推進します。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、教育委員会 

・関係機関：民間事業者 
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1-3-3： 高度デザイン人材の育成推進 

取組概要 

 市内事業者や起業家等が、新たな発想を生み出すための「デザイン思考」を身につけること

によって、事業の革新や展開、発信力の拡大が期待されます。そこで、三者連携協定（1-1-3

参照）を活用し、座学やワークショップによる実践的な研修機会を市内の中小企業・小規模事

業者に向けて開催し、高度デザイン人材の育成に取り組みます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 
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基本方向２ まちの活性化を、みんなの手で 

施策の方針２－１ 個店から始まるエリアの魅力向上 

 本市の歴史、文化芸術のイメージにふさわしい個性的な店やそのグループを発信すると

ともに、「宝塚だからこそ開業したい」という意欲ある事業者の立地を支援しエリアの魅力

向上に努めます。 

 

（主な取組施策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-1-1： デザイン経営による個店魅力化の支援 

取組概要 

 空き店舗や古民家を活用してリノベーションし、新たな店を開業するケースが増えていま

す。また、意欲ある個性的な店が再集積し、魅力的な景観を形成することによって、そのエリ

アの価値が高まることが期待されており、さらに、新たな生活様式に適合した安心感のある店

づくりも求められています。そこで、デザイン経営の視点を活かした店舗のリノベーションや

商材開発などによる、個店や地域の魅力化・高付加価値化の支援に取り組みます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、都市計画課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

2-1-2： 「モノ・コト・バ宝塚」による対外的発信の充実 

取組概要 

 宝塚ブランド「モノ・コト・バ宝塚」の次への展開として、認定した「モノ・コト・バ」を

組み合わせ、伝えたい魅力としてストーリー（物語）化し、発信していくことが重要です。そ

こで、小冊子（ムック本）や WEB などを通じて、特定のテーマやエリアごとに情報発信を行

い、「モノ・コト・バ宝塚」選定資源を通じた個店の魅力を市内外に発信していきます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：民間事業者 

清荒神参道 

飲食店や土産物屋など歴史ある店舗が立ち並ぶ参道は、

店舗が減少傾向でしたが、空き店舗を活用した魅力的な

店舗が再集積し、地域の魅力が高まっています。 
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2-1-3： 魅力ある個店の立地誘導に向けた環境づくり 

取組概要 

 宝塚というブランド力やイメージを魅力に感じ、出店したいという意欲ある事業者・起業家

を迎え入れる環境づくりが重要です。そのためには起業による新たな個店や市外の魅力ある

個店の立地誘導を図るとともに、北部西谷地域における物販店舗開設に係る要件緩和や出店

促進に係る補助金を活用し、市内全域で魅力ある新たな個店の立地誘導に取り組みます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、北部振興企画課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

2-1-4： 公共空間・施設の民間活用を促進する仕組みづくり 

取組概要 

 他市において公共空間・施設を活用した賑わい創出が行われています。また、感染症対策と

してオープンスペースの活用が有効と言われています。そこで、末広中央公園や駅前デッキな

どの公共空間、市役所や市立文化芸術センターなどの公共施設などを民間事業者の創造性を

発揮する場として提供するなど、本市の新たな付加価値を創出する仕組みづくりに取り組み

ます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、文化政策課、公園河川課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

“mono-koto-ba Takarazuka” MOOK vol.1 

宝塚ブランド「モノ・コト・バ宝塚」の魅力を初のムッ

ク本形式で発信。令和元年（2019 年）10 月に第 1 弾と

してコーヒーをテーマとした特集誌を発行し、好評を博

しました。 
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施策の方針２－２ 既存事業所の市内立地継続支援 

 市内製造業等の事業所が引き続き市内で操業し、地域の経済・社会の発展に寄与すること

ができるように、相談しやすい関係を強化し、ニーズに応じたきめ細かな支援を推進し、市

内企業の市外流出を防止します。 

 

（主な取組施策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2-1： 事業所訪問による顔の見える関係づくり 

取組概要 

 市内製造業等の事業所の困りごとを把握するためには、「待ち」の姿勢ではなく、日ごろの

コミュニケーションの中から積極的に意見を汲み取る姿勢が求められます。これまでも各種

制度の紹介など機会を見て事業所訪問を行ってきましたが、引き続き訪問・ヒアリングを継続

し、事業者のニーズの把握を行い、適切な施策を行います。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、観光企画課、農政課 

2-2-2： 既存事業所の事業展開に対する支援 

取組概要 

 市内製造業等の事業所が、引き続き市内で積極的な設備投資や新規立地を図り、事業の拡大

や新たな事業活動を展開できるようにすることが重要です。市の企業活動支援事業補助金や

国のものづくり補助金など各種補助金の活用を図るため、各種情報提供や個別相談に取り組

みます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

企業活動支援事業補助金の活用事例 

・住友化学㈱ 健康・農業関連事業研究所 

 健康・農業関連事業研究所におけるグローバルな 

 研究開発拠点としての研究棟の新設 

 （地上 6 階建、延床面積約 10,000 ㎡） 
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4 企業の社会的責任 
5 緊急時に行うべき行動や、緊急時に備えて平常時に行うべき行動をあらかじめ整理し取り決めておく「事業継続計

画」 

2-2-3： 住工混在地域における CSR4活動の支援 

取組概要 

 製造業の操業環境を守り、かつ住民の暮らしと共生した空間を可能とするためには、地域に

とって事業者が無くてはならない存在になることが期待されます。近年、全国的に頻発する台

風や地震などの自然災害において、事業者が避難場所や復旧作業等において地域の「市民」と

しての役割を担うとともに、防災・減災の普及活動を行うため、商工会議所との連携により

BCP5策定支援を行います。また、日ごろの活動においても、環境美化や交通安全など、まちの

質が向上するための様々な取組に、地域住民とともに事業者も参画するための支援を行いま

す。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 
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基本方向３ みんなが誇る、宝塚ブランドを 

施策の方針３－１ シビックプライドの醸成による地域内経済循環の向上 

市内の経済循環を高めるために、宝塚ブランドを生かし、シビックプライドの醸成や情報

交流を通じて、市内の事業者間取引や市内生産者からの購入、市内消費の促進を図ります。 

 

（主な取組施策） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3-1-1： 市内事業者の創造的商品・サービスに係る販路開拓支援 

取組概要 

 市内事業者により新たに考案された商品やサービスについて、特に中小企業・小規模事業者

の場合は、最初の販路開拓が大きなハードルであり、その支援が求められます。そこで、兵庫

県物産協会が開催する展示会など多様な販路開拓チャンネルの情報収集を行い、それらを的

確に発信することにより支援します。また、EC サイトなどの活用による非対面・オンライン

化を推し進める事業者を支援します。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

3-1-2： 「モノ・コト・バ宝塚」やふるさと納税などを活用したシティプロモーションの強化 

取組概要 

 市内事業者による優れた創造的商品・サービスについて、市内や近隣の消費者の認知度を高

め、購入につなげるためには、あらゆる手段による情報発信が求められます。『2-1-2：「モノ・

コト・バ宝塚」による対外的発信の充実』で示したとおり、ムック本の発行を通じた情報発信

やパブリシティの活用によって、その素晴らしさを伝える発信に努めるとともに、ふるさと納

税などを活用して、広く全国に対して宝塚ブランドを活用したシティプロモーションに取り

組むことにより、市内を訪れる人及び市内での消費額の増加をねらいます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、政策推進課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

ふるさと納税の返礼品（令和元年度（2019 年度）） 

宝塚歌劇関連の公演チケットや Blu-ray や DVD が返礼

品として大好評となっているほか、市内各事業者の商

品詰め合わせなども用意し、令和元年度（2019 年度）

は、4707 件、189,543,343 円の寄附がありました。 
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3-1-3： 市内事業者同士の主体的な連携・交流に関する情報発信 

取組概要 

 宝塚ブランドを上手に活用し、商品やサービスの付加価値を高めるためには、事業者単独で

取り組むよりも、市内事業者の連携・協力が重要になってきます。施策の方針 3-2 に関連し

て、宝塚ならではの産業施策と文化芸術施策の連携も生かしながら、「モノ・コト・バ宝塚」

の選定事業者等、新たなグループの創造的な活動を支援し、積極的な場の提供や情報発信の強

化に取り組みます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

宝塚バル 

市内事業者が実行委員会形式により開催するイベント

で、平成 23 年（2011 年）から開催されています。 

バル開催日は市内にガイドブックを手にいくつものお

店をハシゴする人々で賑わいます。 
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施策の方針３－２ 商工業施策と文化芸術施策の連携促進 

 商業や工業の分野に限った産業振興だけではなく、本市の文化芸術施策や、農業、観光と

の連携強化を図ることによって、分野を超えて新たな価値を生み出す仕組みや取組を推進

します。 

 

（主な取組施策） 

 

 

 

 

 

 

 

   

3-2-1： 市立文化芸術センターを核とした横断的な取組の促進 

取組概要 

 新たな文化芸術振興の拠点である「市立文化芸術センター」誕生を契機として、あらゆる文

化芸術資源を地域の産業振興に結び付ける視点が重要です。その具体的方策として、農業生産

者や市内事業者が出店する、販売やプロモーションの機会創出が上げられます。アートを介し

て新たな街の魅力に気づき、多様な人とつながり交流を生むことで、観光プロムナードの一体

的な魅力向上に取り組みます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、観光企画課、文化政策課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

3-2-2： 農業者・園芸事業者等との交流による新たな価値の創出 

取組概要 

 新しい価値創出には業種を超えた人材・知恵の交流が必要です。市内事業者と農業者・園芸

事業者を結び、異業種交流を活性化して商品開発や販路拡大を目指します。 

 「宝塚 花の里・西谷」ブランドを中心とした農産物を利用した特産品・加工品の開発を進

め、宝塚北サービスエリアを活用しながら市内外へのＰＲを積極的に行います。また、商店街

の空きスペースで行うマルシェの開催や農家レストランの出店促進等、市内事業者と農業者

が連携する取組を積極的に進めます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、農政課、北部振興企画課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

宝塚北 SA/SIC 

新名神高速道路の高槻 JCT～神戸 JCT の開通に伴い、平

成 30 年(2018 年)3 月に開業。京阪神一円の銘菓をはじ

めとして、「宝塚コーナー」も設置され、宝塚銘菓が数

多く販売されています。 
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3-2-3： 宝塚ならではの物語性を取り入れた新商品・新サービス開発の促進 

取組概要 

 人口減少社会において、市内飲食店等のマーケットの維持又は拡大を図るためには、新たな

顧客の獲得が必要です。そのためには、関係人口の増加やオンライン・デリバリーなどを活用

したサービスの提供が求められているほか、「宝塚ならでは」の商品やサービスが求められま

す。そこで、本市の歴史性や食文化などの地域産業資源を活かした視点を持って、主体的に新

商品や新サービスの開発に携わる事業者などに対し、産学官金連携も活用した積極的な支援

に取り組みます。 

 

取組主体 

・主担当課：商工勤労課、観光企画課 

・関係機関：商工会議所、民間事業者 

宝塚ハイボール 

宝塚で炭酸鉱泉が発見されたのが始まりである、ウィル

キンソン タンサンを使用したハイボール。宝塚市花の

スミレ色、細かな泡が立つ透明な炭酸水、ウィスキーの

琥珀色が三層をなした見た目も美しいご当地ハイボー

ルです。 
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７．計画の推進に向けて 

(１)推進体制の強化 

本計画の推進に当たっては、庁内関係課の連携を図るとともに、宝塚商工会議所、兵庫県、

国、民間事業者、金融機関、大学等と協力・連携して推進体制を強化していきます。また、

経営や法律の専門家などとも連携し、きめ細かな推進体制を構築します。 

協力・連携を進めるに当たっては、市商工勤労課及び商工会議所の両者が「ワンストップ

窓口」の機能を担い、日常から各機関の担当者と情報を交換し、事業者や市民のあらゆる相

談に対して関係機関を紹介しやすい関係性を構築します。 

さらに、近隣構成市町の産業部局や商工会議所・商工会等と連携を図り、事業者の活動の

広がりに対応した支援を行います。 

 

(２)計画の進捗管理 

主な取組施策の進捗状況を年度毎に把握して、PDCA（Plan／Do／Check／Action）による

計画の検証と強化、改善に取り組み、事業者等のニーズに合った施策を推進します。 

計画の評価検証の場としては、行政内部だけでなく、事業者、関係機関、学識経験者など

が集まる場を設定し、多様な視点から施策の充実又は改善を図ります。 

計画期間は令和 12 年度（2030 年度）までの 10 年間となりますが、適宜必要な見直しを

行います。 

 

(３)成果指標と目標値 

 本計画では、「第 6 次宝塚市総合計画」に合わせて評価の指標と目標値を設定します。 

短期的指標（引用元） 現状値 目標値（R12） 指標方向 

起業した事業者数 

（認定支援施設・特定創業支援等事業

計画における支援を受けた事業者） 

31 者 

（R1） 
50 者 

 

デザイナーとマッチングした 

事業者数 （市） 
－ 30 者 

 

宝塚市内で商品・サービス等の提供を

受けたいと思った方の割合（市） 
－ 70％ 

 

 

中・長期的指標（引用元） 現状値 目標値（R12） 指標方向 

地域内経済循環率 

（地域産業連関表、地域経済計算） 

59.9％ 

（H27） 
63.0％ 

 

１企業当たり付加価値額 

（経済センサス‐活動調査） 

36 百万円 

（H28） 
40 百万円 

 

1 事業所当たり製造品出荷額等 

（工業統計調査） 

982 百万円 

（H30） 
1,250 百万円 

 

1 店当たり年間商品販売額 

（経済センサス‐活動調査） 

186 百万円 

（H28） 
200 百万円 
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次第２　その他

宝塚市産業活力創造会議　計画策定スケジュール(案)

年度 月 項目 備考（実施内容等）

２年度 8月27日 第１回産業活力創造会議

「産業振興ビジョン」本編、概要版について、コロ
ナの影響に伴い追加した点、「商工業振興計画」
本編について、前回の審議会および直近の庁内
検討会を経て修正した点、コロナの影響を追加
した点、概要版について、創造会議へ諮り、意見
聴取いたします。

11月12日 第２回産業活力創造会議

「産業振興ビジョン」及び「商工業振興計画」につ
いて本編と概要版を作成し、市民の意見を募集
するパブリックコメントを実施する前に、その内容
について創造会議にお諮りします。

１１月～１２月
情報意見交換会、都市経営会議、
議会説明

市の内部手続きです。

１月２１日～
 ２月１９
日

パブリックコメント実施
市が策定する計画等について、市民から意見を
募集する手続きです。
月初から月末まで１か月間実施します。

３月上旬 第３回産業活力創造会議
パブコメにおいて市民から出た意見に対する回
答案について、創造会議にお諮りし、可能であ
れば市長へ答申します。

３月中旬 都市経営会議
第３回で答申を受けた場合に会議で報告
（パブコメに対する回答案及び答申を受けた旨）

３月下旬 産業振興ビジョン、商工業振興計画完成
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